
顧問弁護士のご案内

　企業活動において生じる人事労務や取引先とのトラブル、経営拡大・新規事業
によって生ずる新たなリスク。弁護士法人リーガルプラスは、「適正な価格」で社
内事情・業界をよく知る弁護士が、スピーディーに対応いたします。

【対応業種】介護・医療機関、保険代理業、飲食業、販売業、IT関連業、建築・
内装業、製造業　など

（オンライン対応）セミナー講師派遣のご案内

取り扱い業務のご案内
　リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、企業
法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽に、お近く
の事務所へご相談ください。

　リーガルプラスでは、ご希望に沿ったテーマでの社内セ
ミナーや、勉強会の講師派遣を承っております。
　近年、法令遵守の徹底や、それに伴うガバナンスの強
化、ハラスメントの予防・体制作りといった点に意識を持
たれる企業も多くなってきました。企業が抱えるさまざま
な問題について、弁護士が社内セミナーの講師として、研修を通じてコンプライア
ンス意識の向上や、労務管理のレベルアップを支援します。

【受付】 
TEL：03-6265-1686（平日 9：30〜18：00）

E-mail : mail@bengoshi-lp.com
講演研修テーマ・費用などお気軽にお問い合わせください。

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371【千葉法律事務所】TEL：043-441-5831

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680

遺産分割の「10年の壁」とは？特別受益・寄与分の新ルールを解説

リーガルプラスでは、中小企業法務から個人法律トラブルまで各地域で対応
しており、企業顧問は千葉県を中心に50社以上担当しています。お気軽に、
お近くの事務所へご相談ください。

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

1．遺産分割における「特別受益」と「寄与分」の10年制限
相続が発生後に、様々な理由から遺産分割協議に着手できな

いケースがあります。相続発生からずいぶん時間が経ってから
のご相談を受けることもありますが、従前は、遺産分割に法的
な時間制限はありませんでした。

しかし、2023（令和5）年4月1日に施行された改正民法によ
り、遺産分割のルールに重大な変更が生じました。具体的には、

「特別受益」や「寄与分」を主張できる期間に「相続開始から
10年」という制限が設けられました。

2．遺産分割における「特別受益」と「寄与分」とは
遺産分割は、民法で定められた「法定相続分」を基準に行わ

れるのが原則です。一方で、法定相続分で分割すると不公平が
生じるような場合に、その個別事情を反映させて、相続人間の
実質的な公平を図る仕組みが「特別受益」や「寄与分」です。
「特別受益」とは、例えば、一部の相続人が被相続人（亡く

なった方）から生前に多額の贈与を受けている場合に該当し得
ます。贈与された財産を遺産に組み戻したうえで、遺産の分配
を検討することになります。
「寄与分」とは、例えば、無償で家業の手伝いをして被相続人

の財産の維持・増加に特別の貢献をした場合に該当し得ます。
寄与した財産分を遺産から差し引いて遺産の分配を検討するこ
とになります。

3．相続開始から10年経過による主張の制限
2023（令和5）年の法改正により、相続開始から10年を経過

した後に開始する遺産分割においては、原則として特別受益や
寄与分の主張ができなくなり、画一的な法定相続分（または指
定相続分）で分割されることになります。

なお、この法律の対象となる相続は、法律の施行日より前に
発生した相続に対しても適用されるので注意が必要です。ただ
し、施行日の時点で既に10年が経過している場合や、間もなく

10年を迎える場合については、2028（令和10）年3月31日ま
での猶予期間が設けられています。 

協議がなかなかまとまらなくても、相続開始から10年が経過
する前に家庭裁判所に対して遺産分割請求（調停や審判の申立
て）を行っていた場合には、10年経過後も特別受益や寄与分の
主張が可能です。

4．最後に
長年遺産分割に着手できていないけれど特別受益や寄与分が

ありそうな場合には、まずは、遺産分割を開始いただくことを
お勧めします。10年が間近となっている場合には、早急に遺産
分割調停を裁判所に申し立てていただく必要があります。

遺産分割の進め方がわからない場合、当事者間での協議が円
滑に進まない場合、もうすぐ10年経ちそうだというような場合
には、一度弁護士にご相談されることをお勧めいたします。お
気軽にご相談ください。

【渋谷法律事務所】
所属弁護士：藥師寺　孝亮（やくしじ　こうすけ）

早稲田大学商学部卒業、日本大学法科大学院修了。民間企業
に勤務していたが、一念発起して弁護士を目指す。現在は渋谷
法律事務所に所属し、主に相続を中心に活動を行う。「ご相談
者様・ご依頼者様に笑顔を取り戻してもらいたい。」という思
いを大切に、少しでも良い未来に向かっていただけるよう、知

恵を絞り、行動するよう心がけています。好きな言葉は「人事を尽くして天命を待つ」。

プロフィール
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編集後記
2026年6月30日、日本の音楽史における最大の転換点といえる出来事から、ちょうど60周年とい

う大きな節目を迎えます。1966年のこの日、ビートルズ（The Beatles）が東京・日本武道館のステー
ジに初めて降り立ちました。

当時の日本は、まさに激動の渦中にありました。「聖地」とされた武道館でのロックコンサート開催
には強い反対もあり、数千人の警察官が動員される異例の厳戒態勢。しかし、4人が放つ圧倒的なエネ
ルギーは、それらすべての逆風を「熱狂」という名の旋風へと変えてしまったそうです。

わずか35分間、全11曲のパフォーマンス。現代のライブと比べれば短い時間ですが、そこで鳴り響
いた音楽は、当時の若者たちのスタイルや価値観を大きく塗り替えました。後のJ-POPや日本のロッ
クシーンの礎となったとも言われています。

60年が経過した今もなお、ビートルズの音楽は色褪せることなく、世代を超えて愛され続けています。

ご依頼者 Xさん
相手方 Yさん、Zさん
被相続人 Aさん
被相続人の夫 Bさん
解決方法 交渉
解決までに要した期間 11か月

本件の事実関係
Xさん、Yさん（妹）、Zさん（弟）は、Aさん（母）とBさん

（父）の子でした。
Bさんは多数の不動産を所有しており、その中にはマンショ

ンやアパートが数棟含まれていました。Bさんが亡くなった際、
そのほとんどをAさんとZさんで相続しました。

その後、Aさんも亡くなり、Zさんは、長男である自分が遺産
の全てを相続すべきだと主張し、全く話し合いができませんで
した。このため、Xさんは当事務所に相談に来られ、私が依頼を
受けることとなりました。

解決までの流れ
Yさんも、Xさんと考え方はほとんど同じでしたが、Yさんは

別の弁護士に本件を依頼していました。その後、Yさんとは全て
協力し合って手続きを進めましたので、Yさんに関する記載は省
略します。

Xさんとしては、法定相続分どおりでなくても構わないが、そ
れなりの金額を相続したいとのことでした。Zさんが遺産のほと
んどを取得しようとしていたため、同人の説得に時間がかかり
ましたが、最終的には、Zさんが全ての遺産を相続し、Xさんに
は法定相続分の3分の2ほどの代償金を支払うという内容で解決
しました。

遺産分割協議の進め方自体、特筆すべきものはありませんが、
遺産が高額である場合、税金の問題が重要となります。

Aさんは、1億円近い賃料収入があったため、所得税の申告が
必要でした。Aさんが亡くなったことで、準確定申告が必要と
なるのですが、こちらは遺産を管理していたZさんが、勝手に進
めてしまいました。Aさんが亡くなった後の賃料は、遺産分割
協議を経ることなく、法定相続分で分割となるのですが、Zさん

が資料のほとんどを開示してくれなかったため、推定計算で確
定申告を行いました。こちらについては、2年ほどで遺産分割協
議が成立したため、1年分の申告で済ませることができました。
Zさんとの賃料収入の清算は、Xさんの申告額と同額とし、修正
申告等、追加の手続きが不要となるようにしました。

また、Aさんが亡くなった後、10か月以内に相続税申告が必
要となります。遺産分割前であっても、相続税を支払わなけれ
ばなりません。遺産が相当な額であったため、一時的に数千万
円もの納税が必要でしたが、延滞税等が高額となるため、Xさん
は、期限内に納付せざるを得ませんでした。遺産分割協議成立
後、修正申告を行い、追加で納税をしました。

遺産分割協議成立前は、1円も取得していない場合でも、納税
しなければなりません。一歩間違えれば、脱税となり、税務署
とトラブルになったり、追加の納税が必要となります。賃料収
入については、賃料を管理している相続人に請求する手続きが
必要となってきますので、相続に詳しい税理士にも忘れられて
いることが多々あります。相続に詳しい弁護士であれば、手続
きの全体像を把握しておりますので、関連士業の業務にも踏み
込んだ手続きの案内（関連士業の業務については、別途関連士
業へのご依頼が必要です。）が可能です。複雑な相続事件である
とか、様々な種類の資産を有している方の終活においては、弁
護士への相談もご検討ください。

相続解決事例「不動産多数の遺産分割事件」

ニュースレターをお読みになられた方からの法律相談・個別案件のお問い合わせ（平日・土曜  9：30〜18：00）

【東京法律事務所】 TEL：03-6265-1817

【津田沼法律事務所】 TEL：047-409-6371【千葉法律事務所】TEL：043-441-5831

【市川法律事務所】TEL：047-712-5100

【かしま法律事務所】TEL：0299-85-3350

【渋谷法律事務所】TEL：03-6427-1651【柏法律事務所】TEL：04-7197-3401

【成田法律事務所】TEL：0476-20-3031

【船橋法律事務所】TEL：047-407-4680

【船橋法律事務所】
所属弁護士：今井　浩統（いまい　ひろのり）

東北大学法学部卒業、早稲田大学法務研究科修了。弁護士登
録後は主に、交通事故、労災事故、債務整理、過払い金回収、
相続、離婚・不貞問題、中小企業法務（労務問題）を中心に、
多くの方の法律トラブルをしっかり手助けできるよう活動を行
う。趣味はソフトテニス、ゴルフ、アコースティックギター、ドラ

イブ、好きな言葉は「どんなことでも楽しまなくては損」。

プロフィール

リーガルプラスでは、交通事故、労災事故、相続トラブル、離婚、借金問題、
企業法務などの法律問題について、各地域で対応しています。まずはお気軽
に、お近くの事務所へご相談ください。

取り扱い業務のご案内


